
別添

１ 日程

     ※会場へは可能な限り公共交通機関をご利用いただくようお願いします。

費用   受講費用無料（テキスト、資料等を含む）

開催場所 定員実施回
広島合同庁舎第4号館附属棟

海技試験場
（広島市中区上八丁堀6-30）

受講申込期間

令和５年６月９日（金）

９：10～17：10

令和５年５月９日（火）

    ～５月1５日（月）

開催日時

40名第１回

第２回
令和５年９月2６日（火） 広島合同庁舎第４号館２階

共用11号会議室
（広島市中区上八丁堀6-30）

40名
令和５年８月2５日（金）

９：10～17：10     ～８月3１日（木）

２ 概要

令和５年度「国及び地方公共団体向け障害者職業生活相談員
資格認定講習」の開催及び受講申込について

（※）マスクの着用は、個人の主体的な選択を尊重し、個人の判断が基本となります。
発熱等の症状がある方、新型コロナウイルス感染症の検査で陽性となった方、同居する家族に陽性となった方

がいる方は、周囲の方に感染を広げないために、ご来場を控えてください。その場合はその旨を事務局（下記
「申込先」に同じ）にご連絡ください。

◆５人以上の障害者が勤務し、相談員を選任する必要がある事業所の職員であって、相談員がいない
又は相談員の異動等のために、新たに相談員に選任される予定がある者で、資格認定講習により資格
を得る必要がある者（「障害者職業生活相談員」の選任要件については裏面をご覧ください。）

（注）既に資格認定講習を受講したことがある人は受講対象外となります。

◆受講日の概ね１週間前までに、受講申込のあった事業所に「資格認定講習受講申込選考結果通
知書」（以下、選考結果通知書）を簡易書留でお送りします。

・受講日直前になっても「選考結果通知書」が届かない場合は、必ず下記「申込先」に電話で
お問い合わせください。
・受講日当日、受講者本人名義の「選考結果通知書」（写し可）を必ずご持参ください。

・全ての資格認定講習カリキュラムを受講された方に「修了証書」を交付します。
欠席・遅刻・途中退出の場合は原則として交付できません。

・障害等により配慮が必要な方は「受講申込書」の所定の欄にてご申告ください。

受講

対象者

注意

事項

「受講申込書」に必要事項をご記入の上申込期限内に、郵送またはメールで下記「申込先」までお申込み
ください。締切日必着です。

・申込期間前及び申込期間後は一切受付できません。
・広島県内の事業所に勤務する職業生活相談員選任（予定）の方を優先します。
・申込人数が定員を超えた場合は受講可否を調整しますのでご了承ください。
・受講決定後の受講者変更は受付できません。

注意

事項

申込
方法

広島労働局職業安定部職業対策課 ＴＥＬ：０８２－５０２－７８３２

〒７３０－００１３ 広島市中区八丁堀５－７ 広島ＫＳビル４Ｆ
申込先

開催済み

メールアドレス：taisaku2nd-34@mhlw.go.jp

※「受講申込書」は、広島労働局のホームページ（トップ画面「目的や内容で探す」の「障害者雇用関
連情報」→「障害者雇用を検討されている事業主、雇用されている事業主の方への情報」の（国・地方
公共団体向け）障害者職業生活相談員資格認定講習のご案内）からもダウンロードできます。



別添
◇「障害者職業生活相談員」の選任要件◇
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障害者職業生活相談員資格認定講習の修了者

職業能力開発総合大学校の指導員訓練を修了した者又はこれに準ずる者として厚生労働大
臣が定める者※1

大学若しくは高等専門学校を卒業した者又は職業能力開発総合大学校の指導員訓練（長期
養成課程の指導員養成訓練に限る）、特定専門課程若しくは特定応用課程の高度職業訓練、
職業能力開発大学校若しくは職業能力開発短期大学校の専門課程の高度職業訓練若しくは
職業能力開発大学校の応用課程の高度職業訓練を修了した者若しくはこれに準ずる者とし
て厚生労働大臣が定める者※2で、その後１年以上、障害者である職員又は労働者の職業
生活に関する相談及び指導についての実務に従事した経験を有する者

高等学校又は中等教育学校を卒業した者で、その後２年以上、障害者である職員又は労
働者の職業生活に関する相談及び指導についての実務に従事した経験を有する者

２～４に揚げる者以外の者で、３年以上、障害者である職員又は労働者の職業生活に関
する相談及び指導についての実務に従事した経験を有する者

２～５に揚げる者に準ずる者※3

※1 職業能力開発促進法による職業訓練大学校の長期課程の指導員訓練（福祉工学科に関するものに限る）
を修了した者など

※2 職業訓練法の一部を改正する法律（昭和60年法律第56号）による改正前の職業訓練法による職業訓練大
学校の長期指導員訓練課程の指導員訓練を修了した者など

※3 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する職場適応援助者養成研修、大臣指定の研修機
関が実施する職場適応援助者養成研修、国の機関の職員に対する職場適応支援者養成研修（厚生労働省委託事
業）を修了した者


